
①割引申込人様について

－

（ ）

②手形・電子債権の内容について ※手形のコピーがあれば省略可(電子債権の場合は開示情報）

ご記入いただきありがとうございました。担当者よりご連絡申し上げます。

FAX   ０３－３２４６－０３００
FAXされた後にお電話でご一報いただけるとありがたいです。　TEL　０３－３２４６－０８０８

ご要望欄

会社名又は屋号

ご住所

　手形・電子債権割引申込書

日エム商事株式会社　御中

実行希望日 　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

印

〒

東京都知事（１１）１２１５２　東京都中央区日本橋１－３－８　ディアマントビル６階

万が一当社から連絡がない場合は、お手数ですがお電話にて直接ご連絡ください。

代表者名

支払人（住所地）

支払人（会社名）

支払人（代表者名）

額面金額

支払期日 　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　日

電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

JAPAN MANAGEMENT SERVICE　日エム商事株式會社



借入・割引 申込書兼同意書 

申 込 日 令和   年   月   日 借入・割引希望額                 円 

申 込 者 

〒    － 

 

                                     印 

                        

            【代表者生年月日】Ｓ Ｈ   年   月   日（  才） 

 
本申込に係る個人情報及び法人情報等の提供、登録、使用及び電話接続状況履歴の取得に関する同意内容は以下のとおりです。 

１．【個人情報及び法人情報等の使用】 

当社は、当社が加盟する信用情報機関（以下、「加盟先機関」という。）及び加盟先機関と提携する信用情報機関（以

下、「提携先機関」という。）に申込者に係る法人貸付情報及び連帯保証人予定者の個人情報が登録されている場合には、

当該情報の提供を受け、返済又は支払能力を調査する目的のみに使用します。 

２．【申込情報の信用情報機関への提供】 

当社は、申込人及び連帯保証人予定者に係る本申込に基づく個人情報及び法人情報等（本人を特定する情報（氏名、

生年月日、電話番号及び運転免許証等の記号番号等）、並びに申込日及び申込商品種別等の情報 

（以下「申込情報」という。）を、加盟先機関に提供します。 

３．【申込情報の登録】 

加盟先機関の、当該申込情報の登録期間は照会日から 6 ヵ月以内です。 

４．【申込情報の他会員への提供】 

加盟先機関は、当該申込情報を、加盟会員及び提携先機関の加盟会員に提供します。加盟先機関及び提携先機関の加

盟会員は、当該申込情報を、返済又は支払能力を調査する目的のみに使用します。 

５．【電話接続状況履歴の取得】 

   当社が、加盟先期間から電話接続状況履歴（全国の固定電話及び携帯電話の接続状況調査結果の履歴で、調査年月日、

電話接続状況、移転先電話番号が含まれています。）の提供を受け、申込人及び連帯保証人予定者本人が識別される個人

データとして取得し、返済又は支払能力の調査に使用します。 

６．【当社が加盟する信用情報機関及び当該機関が提携する信用情報機関】 

当社が加盟する信用情報機関及び当該機関が提携する信用情報機関の名称及び連絡先は以下の通りです。 

（当社が加盟する信用情報機関） 

株式会社日本信用情報機構 TEL 0570-055-955  https://www.jicc.co.jp/ 

（当社が加盟する信用情報機関が提携する信用情報機関） 

全国銀行個人信用情報センター TEL 03-3214-5020 https://www.zenginkyo.or.jp/pcic/ 

株式会社シー・アイ・シー TEL 0120-810-414 https://www.cic.co.jp/ 

 

日エム商事株式會社御中 

 貴社が取得する私の個人情報が上記の各条項のとおり扱われることについて十分に説明を受け、その内容を理解したうえで

同意します。 

 

令和    年   月   日    

 

 

法人名                     印    連帯保証人予定者                               印 

 

 

連帯保証人予定者                印    連帯保証人予定者                 印 

 

 

開示等の手続きについて 

 申込者及び連帯保証人予定者は、加盟先機関に登録されている個人情報及び法人情報等に係る開示請求又は当該情報に誤り

がある場合の訂正、削除等の申立を、加盟先機関が定める手続き及び方法によって行うことができます。 

[書 002-22.04] 


